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【基本計画策定委員会】 

「静岡県立高等学校の在り方に関する基本計画」に対する意見と対応 

 

１ 意見聴取日時：令和５年 11月 29 日（水）※オンライン形式にて意見を聴取 

２ 意見聴取状況：22 件の御意見をいただいた 

３ 具体的な内容 

Ⅲ 本県高等学校を取り巻く現状と主な課題 （P11～13） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

1 

・「本県高等学校を取り巻く現状と主な課題」

では、具体的に示されている数字以外は他の

都道府県でも同じような内容である。記載さ

れている内容は静岡県に限らない課題であ

るため、他の都道府県にも共通する課題と、

静岡県ならではの課題を分けた形で述べな

いと何県の計画なのか分からなくなる。 

・（P11～13）「社会に求められる人物像の変

化」、「人口・生徒数の減少」、「生徒一人ひと

りの背景や特性の多様化」、「教員の資質向

上・多忙化への対応」の中で、本県の現状や

課題等を追記しました。 

・地域産業が根付く本県の特徴を踏まえた取

組の重要性について記載しました。 

2 

・静岡県の高等学校教育に関する課題認識に

ついて「はじめに」のところで県民に訴える

ような、危機感を共有できるような文章を書

いてもよいのではないか。 

・（P11～13）県民に理解していただけるよう、

本県の抱える課題等について危機感を共有

できるよう具体的な内容としました。 

 

Ⅳ 県立高等学校の今後の在り方  

３ 学びの変革《「生徒」の視点》 

（１）生徒の学びに関する共通の方向性 

＜地域の実態やニーズを踏まえた学科の設置＞（P18～19） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

3 

・県内の東部・中部・西部に様々な校種の高等

学校を均等に設置しておかなければ、各地域

での学習機会が変わってきてしまうので、地

域バランスを考えた配置を教育委員会がき

ちんと取り組んでいることをアピールする

べきではないか。 

・（P18～19）本文に普通科、専門学科、総合学

科、定時制・通信制を有する県立高等学校が

各地域にバランスよく配置している内容を

記載し、「参考」として県立高等学校の主な

学科配置表を掲載しました。 

4 

・コロナが明けて、その後県外への流出率は上

がっていると思うが、県外流出に関するグラ

フがあると課題等が分かりやすくなるので

はないか。 

・（P19）高等学校卒業後の県外流出の推移につ

いて、県外大学・短大への進学率と県外企業

への就職率をそれぞれグラフに示しました。 

5 

・高校生の段階から県内のいろいろな産業を

きちんと学べるようにしておくと、大学進学

で県外に出ても、就職を考え始めたときに県

内の企業を思い出し、自ら調べて、静岡県に

帰りやすくなるのではないか。 

・（P19）生徒が県外大学等へ進学した後に、本

県での就職等を選択肢として考えられるよ

う、高等学校在学中に県内産業や地元企業に

関する知識や理解を深めるキャリア教育を

産業界と連携して取り組む重要性を記載し

ました。 

参考資料１ 
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＜ＩＣＴを活用した新たな教育手法等の研究・展開＞（P21～22） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

6 

・ＩＣＴ活用指導力では、県全体で平均すると

全国平均を下回っているが、高等学校教員だ

け見ると昨年度の全国平均を上回っている

ので、高等学校教員だけにするのか小中を含

めた教員にするのか確認するとよい。 

・（P21）御指摘のとおり、高等学校教員だけ見

ると昨年度の全国平均を上回っていますが、

高等学校教員のみの数値は公表されていな

いため、本計画では、公表されている「全学

校種の教員」の数値を記載しています。 

 

（２）普通科・普通系専門学科（P22～27） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

7 

・普通科の項目では、県内全ての普通科高等学

校を載せた方がよい。普通科高等学校ほど改

革が必要であり、悩んでいる。計画案では、

特色ある学科の高等学校名は出ているが、普

通科高等学校は学校名が載っていないのも

不公平な感じがする。記載することで改革が

必要な東部・中部・西部の高等学校関係者に

当事者意識が出てくるかもしれない。 

・（P23）県立高等学校普通科について、東部、

中部、西部に分けて一覧表にまとめ、記載し

ました。 

8 

・「探究的な学び」としていた箇所に「文理横

断的な」を加えて「文理横断的な探究的な学

び」とするだけでも、ＤＸハイスクール事業

に即した流れになる。デジタルを活用した情

報数学教育の重視といったことも、可能な範

囲で加えるとよいのではないか。 

・（P23）今後の探究的な学びの展開について、

ＩＣＴを効果的に活用する文脈の中で、「文

理横断的で探究的な学び」の下線部を追記し

ました。 

9 

・ＳＳＨの最大の課題は、理系の女性の割合が

高まっていないところである。理数科や普通

科の新たな学科のところで、取組について少

し盛り込んで欲しい。 

・（P24）理数系を選択する生徒の男女比のアン

バランス等を全国的な課題として挙げ、今

後、理数系への進路を広げることができるよ

う、中学生に向けたＳＳＨの特徴的な取組の

発信や、小中学生に向けた取組等について記

載しました。 

10 

・日本人の外国語コミュニケーション能力が

他国と比べて低いことを痛感している。静岡

県は外国語コミュニケーションにも力を入

れていることが言えると、静岡県らしさにつ

ながってくるのではないか。 

・（P24）「（イ）国際及び外国語に関する学科」

の取組として取り上げておりますが、県全体

としても“世界の中の静岡県”というグロー

バルな視点を持ち、幅広く国際社会で活躍で

きる人材を育成するため、生徒の海外研修や

留学生の受入れ拡大による国際交流を推進

するとともに、オンラインの活用や外国人県

民等との交流を促進するなど、日常的に外国

語に触れる環境を更に整備します。 

11 

・中高一貫教育校を新たに設置する場合、静岡

県の東部・中部・西部では環境が異なってお

り、その方向性も違っていると考えられるた

め、新たに設置する地域や目的を具体的に検

討するべきではないか。 

・（P26～27）連携型中高一貫教育校を新たに設

置する場合は、関係する自治体や中学校、高

等学校と協議し、地域の実態に応じた具体的

な教育目標や学習内容等について検討する

場を設けます。 
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（３）職業系専門学科（P29～31） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

12 

・静岡県内の産業は人手不足なのに、県内の高

校生は都市部へ進学すると戻ってこない。現

在、静岡県の求人倍率は過去最高になってい

るので、工業高等学校や商業高等学校の生徒

に対して、もっと県内の産業を理解して地元

に就職するよう指導して欲しい。 

・（P28）本文に記載のとおり、令和３年度の調

査では、県内の高校生の 91.2％が県内企業

に就職しています。県内への高い就職率を維

持するためには、地域や地元企業、高等教育

機関等との連携・協働による産学官が一体と

なった取組が不可欠です。引き続き、地域や

産業界との連携・交流を通じた取組による地

域人材の育成に努めてまいります。 

・（P19）生徒が県外大学等へ進学した後に、本

県での就職等を選択肢として考えられるよ

う、高等学校在学中に県内産業や地元企業に

関する知識や理解を深めるキャリア教育を

産業界と連携して取り組む重要性を記載し

ました。 

13 

・マイスター・ハイスクール事業自体は全国で

実施していると思うが、静岡県は製造業が多

く、産業が発達している地域であり、特にも

のづくりが誇るべき文化としてあるので、こ

うした取組を計画に盛り込んで欲しい。 

・（P29）「（イ）工業に関する学科」の中で、次

世代の自動車、デジタル、ロボティクス等の

成長産業・先端産業の分野で活躍できる技術

者の育成に向けた取組の好事例として脚注

に追記しました。 

（５）定時制・通信制課程（P33～34） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

14 

・「（ア）定時制課程」の単位制定時制の記述の

中で、「単位制の特性を生かした教育内容の

更なる充実を図るとともに･･･」とあるが、

教員数を減らされている現状からすると「更

なる充実を図る」という表現は気になる。 

・（P34）単位制定時制の教員数の減少に対して

は、今後、ＩＣＴを効果的に活用した生徒の

多様な学習ニーズに応じた学習機会の確保

に努めていくことから、本文では、「単位制

の特性を生かした教育を推進するととも

に･･･」の下線部に修正しました。 

 

５ 教育基盤の確立《「教育基盤」の視点》 

（１）全日制高等学校の規模と配置の適正化（P42～44） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

15 

・教室の構造は決まっており、そこに 40 人が

入っていると活動に限界がある。１学級 35

人での運用を考える必要があるのではない

か。 

・（P42）多くの県立高等学校は、現行の「公立

高等学校の適正配置及び教職員定数の標準

等に関する法律」に基づき、学級定員を原則

として１学級 40 人としていますが、長期欠

席生徒選抜の実施により 35 人学級編制をし

ている高等学校の状況を踏まえ、引き続き、

弾力的な学級編制に関する研究を進めてま

いります。 
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（３）教員の在り方（P47～49） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

16 

・教員の仕事量は非常に重くなっており、多忙

な状態が続いている。学校に対する各家庭の

要求度が高くなっているので、学校を支えて

くれるものがないと教員が疲弊してしまう。

また、教員志望者がすごく少なくなってきて

いるので、優秀な人材にＵターンやＩターン

してもらえるような環境整備について、どこ

かに盛り込んで欲しい。 

・（P47）「（ア）教員の資質・能力の向上」の中

で、教職の魅力ややりがいを高校生や他都道

府県出身者、民間企業経験者に対して積極的

に情報発信して教員志望者を確保する取組

の推進する内容を記載しました。 

17 

・ＢＹＯＤの推進に向けた施設・整備の運用や

設定について、学校では限界にきているの

で、役割分担を明確にするべきではないか。 

・県教育委員会では、令和４年度より、ＩＣＴ

を活用した学校教育活動を支援する「ＧＩＧ

Ａスクール運営支援センター」を設置してい

ます。主な業務として、ＢＹＯＤ端末のネッ

トワークに関する業務、学習系ＩＣＴ機器や

ソフトウェアの設定及び操作に関する業務、

学習系端末へのソフトウェアインストール

及びＯＳアップデートに関する業務、学習系

ＩＣＴ機器や校内ネットワークに障害が発

生した場合の一次切り分け及び対応等を行

っています。引き続き、ＢＹＯＤの推進に向

けて学校をサポートしてまいります。 

18 

・教員の多忙化について、ＩＣＴ関係のサポー

ト要員やコーディネーター等を配置してい

かなければ学校業務がうまく回らないので、

各種コーディネーターの専門的な人材の活

用拡大について、もう少し強調していくとよ

いのではないか。 

・県教育委員会では、令和４年度より、ＩＣＴ

を活用した学校教育活動を支援する「ＩＣＴ

支援員」の派遣を実施しています。主な業務

として、ＩＣＴを活用した授業計画やデジタ

ル教材の作成支援、ＩＣＴを活用した授業の

立ち会い、操作支援、ＩＣＴ活用に関する校

内研修等を行っています。引き続き、教員の

多忙化解消に向けて取り組んでまいります。 

・（P48）「（イ）学校における働き方改革の推進」

の中で、各種コーディネーターなどの専門人

材の活用では、教職員人材バンクを今後更に

活用していく記載にしました。 

19 

・人事委員会から過度な時間外在校等時間の

縮減のための取組を徹底するよう求める通

知が出されており、勤務時間や時間外の縮

減、育児休業への取組が課題としてあるた

め、環境整備についてどこかに盛り込んで欲

しい。 

・県教育委員会では、令和５年４月に改訂した

「第２期静岡県教育委員会ワーク・ライフ・

バランス推進計画（次世代育成支援行動計画

及び女性活躍推進行動計画）」に基づき、教

職員が働きやすい環境を整備し、休暇取得の

促進や時間外勤務の抑制につながる施策に

取り組んでいます。 

・（P48）「（イ）学校における働き方改革の推進」

の本文及び脚注の中で、計画の説明と具体的

な目標指標及び実績値を記載しました。 
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№ 意見要旨 対応（方向性） 

20 

・教員が生徒と向き合う時間や授業内容の充

実等に注力できるように、外部人材による仕

事のサポートをもっと静岡県は先駆けてで

きるとよい。元気なお年寄りなど、人材を上

手に活用して教員の負担を減らす取組を推

進すると、静岡県らしさとマッチングする活

動につながるのではないか。 

・（P48～49）公立小・中学校(政令指定都市を

除く。)、県立高等学校及び特別支援学校等

の臨時的任用職員(教員等)や会計年度任用

職員(非常勤講師等)、生涯学習(文化・芸術、

スポーツ、教養等)の分野で活躍できる人材

の登録システムである「静岡県教職員人材バ

ンク」を今後更に有効活用し、優秀な人材の

確保に努めてまいります。 

 

（４）施設・設備（P50～51） 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

21 

・単に老朽化の対応や空調の設置だけではな

く、学びの成果を上げるための教室の在り方

や、生徒間や教員と生徒とのコミュニケーシ

ョンを高めるための校内環境の整備など、議

論がもう少し進むとよい。さらに、そこに地

域や企業をつなぐコミュニケーションスペ

ースがあるとよい。まずは、生徒間や教員と

生徒との新しいコミュニケーションの在り

方を促進する施設を目指すことが時代のニ

ーズに合っているのではないか。 

・令和５年度からは、校舎の建て替え時の基本

構想及び基本設計の段階から、施設担当課と

対象校との打合せの場に高校教育課も加わ

り、充実した学びの空間づくりについて意見

交換を行っています。今後も、限られた資源

や財源の中で、従来の学校建築にとらわれな

い新しい時代を見据えた学校づくりに取り

組んでまいります。 

 

【その他】 

№ 意見要旨 対応（方向性） 

22 

・本文中の脚注の追加要望として、「ＳＴＥＡ

Ｍ教育」や「アントレプレナーシップ」の意

味、ＩＣＴ活用における「現行の制度的制約」

や「教員の活用指導力の割合」の具体的な内

容や値についてきちんと記載して、県民が読

んで分かるようにするべきではないか。 

以下のとおり、該当する用語の説明文を脚注に

追記しました。 

・（P24）「ＳＴＥＡＭ教育」 

・（P31）「アントレプレナーシップ」 

・（P21）ＩＣＴ活用における「現行の制度的制約」 

・（P21）ＩＣＴ活用における「教員の活用指導

力の割合」の具体的な内容や値 

 


